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第 1 はじめに

本番面は，大飯発電所3号機及び4号機(以下) r本件発電所j という)に

関し， ( 1 )制御禅師入性の問題について，前回期日(平成 24年 11月28日〉

に御庁の示した論点に従って債務者の主張を整理し，地震トリップに関する説

明を補足し，債権者らの平成 24年 11月26日付主張番面(以下， r債権者主張

書簡③j という)に対し反論するとともに) (2) FO-A~FO-B断層と

熊川断層との連続性・連動性， (3) F-6破砕帯に関する翻査状祝， (4) 

津波に関する観査状況，について説明するものである.

第 2 制御棒持入性について

1 制御棒挿入佐にかかる債務者の主張の盤現

( 1 )御庁による論点整理

前回期日において，御庁から下記のとおり愉点盤現がなされた。そとで，

以下，これらの論点に沿って債務者の主張を般湿する。

記

① 制御棒抑入時間 2.2秒とは，安全性の基準か。

② 制御棒押入時間 2.2秒とは，地震時にも適用されるのか。

③ 3述動を惣定した制御棒挿入性を考慮する必要があるのか。

④ 3辿動の場合の制御棒挿入時聞は何秒か.

⑤ 制御株押入時間が仮に 2.2秒を超えるとしても， 11秒穂度以内なら問

題ないのか。

(2 )制御棒挿入時間 2.2秒はE 安全性の基単ではないとと

ア 「安全性の基準j の意義について

f安全性の基準j については，債権者らの鵠求が人格権に基づく妨握手予

防蹄求であることに鑑みれば，それを超えると具体的危険性の生じる可能
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性があるという意味での器輸のことと駆解できる。このような意味での安

全性の基準は. (6)において後述するとおり，強いて言えば 11秒程度で

あり，制御持挿入時間 f2.2秒Jが安全性の基準であるとする債権者らの主

強は誤りである。以下，原子炉設置変更許可申請書における制御棒Tli入時

間に関する r2.2秒Jとの記載やそれを引用した国の安全規制等について，

それらが安全性の基準ではないことを整理して述べる。

イ 原子炉設置変更許可について

本件発電所の設置にあたり，債務者は， r核原料物質 核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律J (以下t r原子炉等規制法j という)26条に

基づき，原子炉設種変更併可申勝替、提出したが，その添付書類八及び添

付書類十には，制御棒押入時間に闘する r2.2秒Jとの記載がある。

しかしながら，添付書類八における制御棒挿入時間に関する r2.2秒Jと

の記載(甲 134，トト48真骨トト65斑)は，単にこれを設計方針又は設備

仕機とした旨の記械であり，添付帯類十における r2_2秒Jとの記載(乙

36のし 10(3)ート8"'-'9頁)も，償務者がこの時間を安全評価における解析

条件として設定したことを示したものに過ぎないのであって，いずれの記

載も，この時聞を超えると具体的危険性が生じるとの可能性を示すもので

はない。

ウ 省令 62号について

本件発電所を含む原子力発館所は，雄投・逝4伝段階において，亀気事業

法に基づき「発電用原子力敵備に関する技術基準を定める省令J (昭和 40

年 6月 15日通商政濃省令 62号，以下， r省令 62号j という〉の適用を受

けるが，制御棒持入時間に関しでは，その 5条及び 24条の適用が問題とな

る。

i 本件兜館所は，大飯知勉所 l~号機及び 2号機l~l\1)設されたものであり.原子炉敵鑑併可申紛ではなく，
原子が紋蹴変更野可申翻となる.



(ア)省令 62号 24条の f解釈j は，制御棒挿入時聞について， r設置許可

申総書添付替類八の仕様及び報告付書類十における運転時の異常な過渡変

化及び事故の評価で設定した時間を満たしていることJ (乙 46.66頁，

f解釈」第 24条1， 5~7 行)として，添付笹類八の設備仕織や添付書類

十の設定条件である f2.2秒Jを糊たすことを求めている。しかし，省令

62号 24条が満たすととを求めているとれらの波制仕様や条件は，上記の

とおり，この時聞を越えると具体的危険性が生じる可能性があることを

示すものではなく，安全性の基郁とは具なるのであって，省令 62号・ 24

条の規定によってそれが覆るものでもない.

(イ)省令 62号 5条は，その f解釈j において，具体的な評価方法は r原子

力発電所耐震設計技術指針〈追補厳)J (JEAG4601-1991) (以下， rJEAG4601 

-1991Jという〉によるとしており(乙 46，22頁ー 「解釈j 第S条 2，8 

--15行)， JEAG4601-199 1は，地震時の制御棒挿入時間についてI r挿

入時間については現時点では安全解析評価上の観点から設定されており，

地震時として特別な状態での判定基都は定まったものがない。しかしな

がら，現行では，この健が一応評仰の回交となっている.万.地震時

にこの値を越える場合は，過渡解析侍により，燃料要素の冷却に関する

安全性等を確認できれば，制御彬の地震時動的機能は維持されたものと

判定するJとしている(乙 39. 367 頁 25~犯行)。このうち「この値J

とされているものが本件発電所では r2.2秒j のことであり，この IEAG

4601-1991の規定は，地震時の判定基準として定まったものはなく I r2. 2 

秒j は「一応評価の目安Jだが，万一これを超えでも，過渡解析等によ

り燃料捜索の冷却に関する安全性等を確認できれば 制御旅の地渡時動

的機能は維持されたと判定する，としているものである。したがって，

制御棒挿入時間に関する rZ.2秒Jは， r一応評価の目安j にとどまり，

この時閣を超えると具体的危険性が生じる可能性があるとの安全性の基
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準ではない。

エ 小 指

以上から，いずれにおいても，制御棒押入時間に関する r2.2秒j は安

全性の基準ではない.

(3)制御梼挿入時間 2.Z秒は，地震時には適用されないとと

制御棒挿入時間に関する f2.2秒jが地震時には適用されないことについて

も，以下，原子炉設置変更許可申踏替や悶の紫会規制等について，適用場面

を整理しで述べる。

ア 原子炉設置変吏静可について

上記 (2).イのとおり，制御棒抑入時間に関する f2.2秒Jとの記載は，

源付書類八及び添付書類十にある。

(ア)添付轡煩十は，債務者の実施した1<会得価の結果を記載したものであ

るところ，安全評価において怨定される f溜転時の異常な過渡変化j及

び「事故j とは，内部事象のことであり，自然現象は含まない(発電用

軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針:乙 35.8 Jt 15'" 18行)ー

したがって，添付・替類十における制御締挿入時間に関する r2.2秒Jとの

記載は，地震時には適用されないa

(イ〉縁付帯類八についても，第 1に， r発電用峰水型原子炉施設に関する

安全設計審査指針j (以下y r安全紋計審査指針Jという)の指針 222適

合のための設計方針の中に制御旅抑入時間に関する r2.2秒jとの記載が

あるが(甲 134，8-1-48頁).指針.22は「通常運転時」及び「巡i臨時の

異常な過渡変化時Jについての規定であり， fj箇常運転時J r述転時の

!A常な過渡変化時j はいずれも地鍵時を含まないので，この記械は地餓

2 甲 134~号証記載の指針22とは平成2年改訂前のi目安全設計審重量指針の規姥であり.混行の安全設計様査
指針(甲 2)では.指針17に鱗当ずる.
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時には迎用されない.また，僚椛者らは指針 243迎合のための股計方議!・も

挙げているが〈平成 24年 10月 3日付債権者主張書面 (6)5頁) t 指針

24は f事故時Jについての規定であり， r事故時Jは地震時を含まない

ので， ζれも地震時には適用されない。

第2に，添付書類八には，設備仕様として制御棒挿入時聞に関する f2.2

秒Jとの記械もあるが(甲 134，8-3-65頁)，この設備仕様は，上記の

指針 22及び 24への適合のための設計方針に基づいて定めたものである

ので，上記と河様にb 地震時には適用されない。

(ウ〉以上から，原子炉設置変更許可申請書における制御縛挿入隣接間に関す

る r2.2秒Jとの記械は，地震時には適用されない.

イ 省令 62号について

上記 (2).ウのとおり，原子力発電所の建設・運転段階においては省令

62号が適用され，制御棒抑入時間については，その 5条及び 24条の適用が

問題となる.

〈ア)省令 62号 5条は，上記 (2).ウ. (イ)のとおり，耐震性についての

規定であり，地震時に適用されることに疑いはないものの，その規定内

容としては，制御棒挿入時間に関する r2.2秒j は f一応評価の巨安』と

されるにとどまり，万一，地震時にこの値を超えたとしても，過渡解析

等により安全性が輸認されればよいとされている。したがって，制御物

抑入時聞に関するは.2 秒j が地鍵時に必ず守るべき~離であるとはされ

ていない。

〈イ)他方，省令 62号 24条は，上記(2) ~ウ. (ア〉のとおり，その「解

釈j において，原子炉設置許可申紛瞥添付轡類八及び添付替類十に記織

した時間を満たすととを求めているが，とれは地震時には適用されない

と理解すべきである.

3脚注2と阿梅，現行の安全設計密資指針では，指針18に該当するー



なぜなら，第 1に省令 62号 24条の「解釈Jでは， r添付番煩八の

仕様及び添付番煩十における運転時の異常な過渡変化及び事故の静価で

設定した時間Jとされており，添付書類八及び綴付書類十における r2"2 

秒Jとの記載は，上記アで述べたとおり，地織時には適用されないから

である。

第2に，仮に地震時にも省令 62号 24条の適用があるとすれば，地鍵

時にも制御棒押入時聞を 2.2秒以内とすべきことになるが，その:場合，

地震時の制御棒抑入時間についてt 2.2秒を一応評側の図紫とし，それを

超えた場合には過渡解析等により安全性を確認すればよい，との省令 62

号 5条の規定が，内容的に全く無意味になってしまうからである。

第3に，省令 62号 22条 l号では「運転時の異常な過渡変化が生じる

場合又は地震の発生等によりj として，地震時にも適用されることが文

言上明確に規定されており(乙 46~ 60頁)，とれとの対比から，省令 62

号 24条にはそのような文言がない以上，地餓時には適用されない，と考・

えられるからであるa

〈ウ)以上から，省令伯母においても，制御旅挿入時聞に関する r2.2秒J

が，地震時に適用されるととはない。

ウ小括

以上のとおり，制御l線挿入時間に関する r2.2秒jは，いずれにおいても争

地震時には適用されない。

(4) 3連動を想定した制御棒挿入性の評価は，念のためのものであるとと

原子力安全・保安院はf FO-A~FO-B断周と熊川断胞との連動(以

下， r 3述動」という)について， rFO-A断層と熊川断層との聞で地質

構造が連続しないことを確認、しており，基準地震動に反映させる必要は1縫い



と考えるJ (乙 31，7頁，保安院の見解〈策)七中段)として) 3連動を基

準地震動に反映する必要がないとの見解を明確に示している。またJ 3連動

を想定した制御棒挿入焼については， r念のため，連動を考威した地館勤に

より，施設等の耐銭安全性を評価した結果について説明することJ (乙 31，7 

頁，保安i践の見解(衆)，中段)として，あくまで念のためのものであるこ

とを明議・している。

とのようにー 3連動は基準地震動に反映する必嬰のないものであり， 3述

動を想、定した制御棒挿入性の郁価は骨あくまで念のためとしてのものに過ぎ

ないのである白

なお， FO-A"-'FO-B断層及び熊川断腸の連続性・連動性に隠する僻

価の経綿及び内容については，第3において詳述する。

(5) 3連動の場合の制御棒挿入時聞は. 2" 2秒以内であること

ア 織論の経緯について

上記 (4) のとおり，そもそも 3速動は基準地震動に反映させる必箆は

ないことに加え，基準地震動Ss-lに対する制御締姉入時聞は十分な耐

餓裕度を有していること〈基準地震動S8-1に対する 3述勤の場合の地

震動の比離は最大でも1.46であるのに対し，基準地震動Ss-1に対する

制御棒挿入時間の耐震裕度は 2.39である)等から，本来， 3連動の場合の

制御棒挿入時間を算定する必要はない。現に) 3辿動の場合の具体的な制

御棒挿入時間(秒数)について説明することなく，国等から本件発飽所の

再稼動に対する同窓が得られている.

にもかかわらず，本件裁判では，債植者らが3i!l!動の場合の具体的な制

御棒挿入時間〈秒数)に関する主張を展開し，御庁からも釈明を求められ

4 r保安!誌の見解〈訴~}. Jとあるが，事後に r(案)Jという記峨のない文識は出されておらず，その
内容がそのま京阪子力安全・保安院の最終的な見解となっている.

10 



たことから，債務者が3述勤の場合の制御棒抑入時間に関する算定結果を

述べるとととなったものである。その内容を磁現すれば，以下のとおりで

ある，

通常時
地震時

.昼 間 ・2・・・-・......・. .' 

基場地震動S8 S連動の場合の地震動.~陣地震動Ssa

1..65秒

• • • • • • • •• • 
、.，

 

・
I ' • '_ ....... .・.. ~・・ ・

・・. ・
(8)1，92秒

スヘ・外島宅四ダル解祈1寝1:.
--E

 

• • • • • • • • 

. -. 1 ¥ ・ケ 、~..=:'~'. .~. . ~_ r， 

(I)l. 65+ (2. 16斗.&6) X 1.46 
~ l. 66+U. 92・l.65)

X t 867X 1. 46 
- ・・・‘・ -・・.，' I .・・J~. • 
一.. - .. 

.・ ・J 圃.ー・.司 園一ー

.←一 ・ ・・-，・
，-. --ー・-..-・ E--、・.-- ー一-. ・・. -

.・

-・..・

(0)2.39秒

弗常に簡略な方法

'. . 
' 

・. '・・ d・.・
・~ ... ・- ・・.・.. ・ ..， . 

・-. ←一・ ・・.・・. . ・. ・-・・.一.・ ・ .・ 6・・
一 一ー' ー. . ・a ・' 司 ・・ ， _ .' ._ 

，
 
.
 

• • • • • • • 
，
 

.• .• 

， 

・3 ・.

. . 
--

e
 

-・.宇 ・・ ，・・. ... ..・・ H ・・，・ ・・ ... ，. 目

一.一.....目-
，
 

• • •. •• •• 
• • -

L
r

・・.，
• • ・

• 
，
 

• • • • 
• 

‘，
 

• • • • 
• • • • • • 

(，)1.83秒

時刻筏解祈路
‘
 

、，
 

.• • 
・
・ ...... '"・ '・・ ・a・ .， ・・・‘.-一 . • • • • • • • 

・
• 

• 
• • • • • :': I・

【図表 1 地震時の制御棒抑入時間】

イ 鏑権者らの主張

俊樹者ちは，基準地震動Ss--1に対する制御物押入時間 2.16秒 (b)5そ

もとに，基準地震動Ss-lに対する 3連動の場合の地震動の最大比率

(1. 46)を用いて非常に鱒!略な比例計算を行いー 3連動の場合の制御旅挿

入時間を 2.39秒 (c)であると主張している。

L 65+ (2. 16-1. 65) x L 46==2. 39…(c) 

しかし，乙れは， (i)前提としている基都地震動5s-1に対する 2.16 

S木項において， (a) (b)毒事の記載は，図誕 1記織のものである.
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秒 (b)との数値自体が，保守的な計算手法(応答倍率法)を用いて算定した

ものであることh 〈ii〉基準地震動82から基準地震動SS -1，基準地震

動ss→ 1から 3連動の場合の地震動と， 2段階の比例計算を緩ているこ

と((a)→(b)→ (C))， (制)制御棒押入性に関する国有周期を一切考慮せ

ず，単に金周期における地震動の最大比離れ.46)を用いた非常に簡略な

比例計算によるものであること等から.1E確住l:に劣り，保守性を過大に見

積もったものであって，適切な算定とは言えない。

ウ 債務省・による算定

(ア)時刻緩解析法で算出した器都地震動Ss-1に対する制御棒紳入時間

をもとに，非常に簡略な方法で算定した場合:L 99秒({)

そとで，まず，基準地震動5s-1に対する制御棒抑入時間の値につ

き，基準地震動S2をもとに応答倍率法を用いるのではなく，基準地震動

Ss-1から直接時刻歴解析法を用いて， 1. 88秒 (e)1という数値を算出

し，この L88秒 (e)をもとに，償椛者らと同様の非常に簡略な方法で3

述動の場合の制御締押入時聞を算定したところ，以下のとおり1.99秒 (f)

となった。

1. 65+ (1. 88-1. 65) X 1. 46~ 1. 99…(1) 

(イ)基準地震動52に対する制御棒挿入時間をもとに応答倍率法により算定

した場合:2.04秒 (d)

次に， r兜電用原子炉施設に関する耐震設計審銃指針の改訂に伴う磁

銭安全性評価j (以下t r耐幾パックチェックJという〉において基準

地震動Ss-lに対する 2.16秒 (b)との数値を算定したときと問機に，

基戦地震動82に対する 1.92秒 (a)をもとに，応答傍戦法により 3遮動の

ー応答修司Z法は，地震による槌れの大きさの比寧を則いて地震時の巡れ時間を比例計算するものである
が.との比例計算は.僻繍者らの行ったような地混動の股火比"を用いた非常に鮒略なものではなく.
間有周期も加味している(乙41)ー
Tこの1.88秒との数倣は.園都に報告済みである(乙25)。
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場合の制御棒挿入時聞を算定したところ， 2. 04秒 (d)となった。

1. 65+ (1. 92-1. 65) x 1. 443=2. 04…(d) 

〈ウ)時刻盤解析法で算定した場合:1. 83秒 (g)

さらに， 3波動の場合の地震動から直後時刻歴解析法により 3連動の

場合の制御棒挿入時間を算定したところ， L 83秒 (g)となったD

エ 小括

以上のとおり，いずれの算定方法においても， 3述動の場合の制御神挿

入時聞は， 2. 2秒以内となった。

なお，とれらの算定において，基地地震動5s-1に対する制御棒挿入

時間よりも 3連動の場合の制御棒挿入時聞が緩くなった(応答倍構法につ

き2.16秒(b)に対し 2.04秒 (d)，持刻歴解析法につき1.88秒 (e)に対し L83 

秒 (g))のは. 3. (3) においても述べるとおり，制御棒挿入時間に影榔

を与える間有周期を考慮した評価を実施した結果であり，不合理なもので

はない。

(6)制御棒挿入時間は， 11秒穂度以内であれば問題ないこと

前述のとおり，地震時における制御棒挿入性については省令 62号 5条が適

用され，その「解釈Jが具体的な評価手法としている JEAG4601-1991は， r挿

入時間については現時点では安全解析評価上の観点から設定されており，地

震時として特別な状態での判定基準は定まったものがない。しかしながら，

現行では，との値が一応評価の目安となっている。万一，地震時にこの織を

超える場合は，過渡解析等により，燃料要素の冷却に関する安全性等を硲認

できれば，制御棒の地震時動的機能は維持されたものと判定するj としてい

る(乙 39，367 頁 26~29 行〉。

そして，原子力安全委員会は，制御棒挿入による原子炉緊急停止に係る安

全余裕を明権化するために，制御棒押入時間を変化させて過渡解析により安
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全余裕の検討を行い，その結果，制御棒押入時間が 11秒程度までは安全であ

ることが権認された(甲 55)0 同検討では，原子炉の安全限界が守られると

とを確認するため，安全限界に至る手前に設定された判断基準に関し，本件

発電所と肉強のプラントについては，制御株挿入時聞が 11秒程度になるまで

は判断接触に至るととがないこと，すなわち， 11秒程度までは安全余裕があ

ることを確認している。

したがって，本件発電所については，地震時において，制御線挿入時間が

2. 2秒を起えでも，少なくとも 11秒穏度以内であれば問題はない.

2 地震トリップについて

(1 )地震トリップの黛義

地震トリップとは，一定の地震の摺れを検知した場合に，原子炉トリップ

信号を発信し，制御絡を挿入させる原子炉トリップのことをいう。本件兜電

所では，地震加速度が建屋基礎版上で水平 160ガル又は鉛直 80ガルに達する

までに地震トリップが作動するよう設定しており，原子炉等規制法 37条に基

づき，続済産業大臣が認可した保安規定に規定している。

(2)地震トリップの保守性

他の原子炉トリップは，設備に何らかの異常が生じた際に，圧力，温度等

の異常を検知して制御棒を挿入させるものである。とれに対し，地震トリッ

プは，設備の県常の有無にかかわらず，地震の揺れにより制御俸を抑入させ

るものである。つまり，地幾に対しては耐震設計において設備に十分な耐震

性を持たせているにもかかわらず，設備の呉常がな〈ても原子炉を停止させ

るという点で，保守性を持たせていると言える a

(3)地震時の制御棒挿入時間の算定では，単に最大となる時間を算定結果とし
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ているとと

地鍍に対しては耐震設計において設備に十分な耐震性を持たせており，地

震発生時であっても異常の発生がなければ制御縛を挿入させる(原子炉を停

止させる)必要はないものの，地震トリップにより制御棒を挿入させること

としている.

もっとも，地鍵による制御彬押入時間への影響を検討する際には，との地

震トリップの作動による制御棒挿入については考撤せず，単に，地震の揺れ

を加味して算定される制御棒挿入時間のうち， t設大となるものを算定結果と

している.乙 42号証 37頁の記載はこのととを示すものである.

この乙 42号証 37頁の添付図 3-1は，基準地震動5s-1時の地震加速度

を示している。時刻歴解析により，基準地震動Ss-1に対する制御締挿入

時間は L88秒と算定しているが，その算定の際には，添付図 3-1の『地震中

制御棒抑入時聞が最大となる制御株挿入時間帯Jと記概された 15秒付近から

の時間帯の地震加速度を用いている.

これに対して，地震トリップの作動による制御体挿入を考慮した場合には，

地鍵の掘れが地鏡トリップの設定般に速した段階で地鍵トリップ信号が兜{脅

され，制御絡の挿入が開始されることになるため，添付図 3-1の fトリップ

を考慮した場合の制御棒押入時間帯Jと記蛾された 4秒付近からの時間帯に

おける地鏡加速度を用いることになる。この時間帯の地震加速度は，上記の

15秒付近からの時間帯の地震加速度よりも小さいため，これを用いて制御棒

抑入時聞を算定すれば1.69秒となる.

3 債柑者らの主張に対する反論

以下では，債権者主張番商③における債権者ちの主強に対して，反論する。

( 1 )償権者らは，債務者が作成した福井県に対する説明資料〈乙 18，13頁)に

おける) r地震時挿入時間の評価器準値(秒) 2. 2Jとの記載を理由に， 2. 2 
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秒が地震時においても基部値であると主強している(債権者主張番商⑧11"'" 

12貰)。

しかし，債務者が福井県への説明資料に ζのような記械をしたのは，前述

のとおり，省令 62号 5条では地震時においても 2.2秒が制御縛抑入時間のf一

応評価の目安j とされていること，及び，上記 1. (5).アで述べたとおり，

基準地震動S8-1に対する制御締挿入時間は十分な耐震裕度を有している

こと (3 連動の場合の制御棒挿入時間は 2~ 2秒以内に収まること)を踏まえ

てのことである@

他方，償務者は，同じく福井県への説明資料である乙 19号証 6頁に， 2. 2 

秒については通常迎転時の制限値を地震時の評価の目安として漉用するもの

であること，事故等を想定した安会解析を踏まえ，燃料健全性の判断基準に

到適する挿入時間は 11 秒程度であることを，明糟に記~I誕している。

債権者らの主張は，資料の一部のみを取り上げた慾窓的なものに過ぎず，

失当である。

(2 )償繍者らは，福井県・も制御神抑入性に関して盛大な関心を示しているとし

て，平成 24年 8月に符われた楠井県の協総会における質疑〈甲 140)を引用

している(償稿者主孤轡間③12""14貰)。

しかし，との織事録は，制御線抑入佐に関する質疑に対し，福井県の原.子

力安全専門番員会の委員長が最終的に問題はないとした密鎚過程を示してい

る。債権者らの引用する帯寵は，むしろ，福井県が制御棒挿入性に関して問

題がないと判断したことを証するものにほかならないのである。

(3)俊権者らは，債務者の算定において基準地震動S8-1の場合よりも 3述

動の場合の方が制御線開入時聞が短くなることに対して，乙 19号・証の 3買の

図は，制御彬駆動にかかわる閥有周期として燃料集合体しか議会げていないが，
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駆動用の集内管には別の固有周期があること，燃料集合体に関する間有周期

でも 3述動の場合の地鍵動が基単地震動S8-1の1.30倍になっているとと

から，説明がなされていないと蕊強している(債権者主強書面③14頁〉。

しかし，制御棒挿入時間の算定において加味すべき固有周期としては，債

権者らも指摘するように，燃料集合体に関するもののほか，制御縛クラスタ

案内管に関するもの寄与，複数存在し，制御符節入時間の算定にはとれら全て

を加味する必要がある。そして，乙 19号証 3頁の図のうち BW方向のものに

は，債権者らの主務するような部分もあるが， NS方向の図を含め，大部分の

周期において 3述助の場合の地餓励は基納地震動Ss-!を下回っているの

である。上記 1. (5)に示した制御棒挿入時間は，乙れら固有周期を考慮し

た評価を尖施した結果であり，債権省・らの主税は，単に判断材料の一部を指

摘しているに過ぎないa

(4)債権者らは，省令 62号 r22条の内容は，安全保税装置が原子炉停止系統お

よぴ工学的安全施設と併せて機能するととにより. r地震の発生等により原

子炉の運転に支障が~じる場合においてJ tr燃料許容損傷限界を超えないよ

うにできる』ことを求めている.この『燃料許容損傷限界をとえない』ため，

一定の時間内に制御棒挿入がなされることが必要とされ，本件原子炉におい

てはこれが 2.2秒とされている。結局地震の発生時等においても制御棒の押

入が 2.2秒内になされるととが求められるのであるj と主張している(債権

者主強鶴間③16頁)。

しかし， ζの主張が何を言おうとしているのかは理解に苦しむ。省令 62号

22条は，制御締押入時聞に関する原子炉停止系統についての規定ではなく，

原子炉停止系統を自動的に作動させるための安全保護装置についての規定で

ある。すなわち，向条は，安全保護装置の機能に関するトリップ信号の作動

条件や， トリップ信号が発信されてから制御精卵入が開始されるまでの時間
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に関する般仰仕様や評価条件を規定しているにとどまり，制御棒押入時間を

規定するものではないのである。

省令 62号 22条 l場は， r~也鍵の先生等により原子炉の運転に支障が生じ

る場合において，原子炉停止累統及び工学的安全施殺と併せて機能すること

により燃料許容損傷限界を超えないようにできるものであることJとして，

制御棒押入性に関する原子炉停止系統についても言及しているが， 22条が安

全保畿装置に関する規定であることに変わりはなく，また，地袋持の制御;隙

挿入時聞については，上記のとおり省令 62号 5条が適用されるのであって，

いずれにしても，省令 62場 22条の規定をもって，地震発生時に制御棒挿入

時間を 2.2秒以内とすることが求められていると解釈する余地はないa

債権者らの主張が，原子炉停止系縦である制御棒挿入時間に関して 22条の

文言を納びつけようとするものであれば，それは規定の構造を無視する余り

に強引な解釈であって，無現があると言わさるを得ない。

(5 )僚棉者らは，僚務者が省令 62号 24条により制御棒持入時聞が 2.2秒を超

えると技術基準違反とされるととを認めていると主張し また，闘も別件訴

訟の答弁替で制御棒挿入時聞にかかる技術基準迎合性については 2.2秒が基

準であるとの見解を示していると主張している(債権者主調替面③18""19買)。

しかし，上記 1‘(2) .ウ及び 1. (3) .イのとおり，制御締掃入時間が

2.2秒を超えて問鰯となるのは，通常運転時，運転時の異常な過渡変化時，及

び事故時においてである。地殻時には，仮に制御締挿入時間が 2.2秒を超え

たとしても，過渡解析等により安全性が格認されれば問題はない。債総者ら

の主張は，地鰻時か沓かを区別しないものであり，徒に議論を混乱させるも

のというほかない。

(6)債権者らは， JEAG4601国 1991の「万一，地震時にこの値を超える場合は，過
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諸経解析等により，燃料製濃の冷却に関する安全性等を確認できれば，制御棒

の地震時動的機能は総持されたものと判定するJ (乙 39，367頁)との部分

は例外としての規定であり，例外の条件が満たされない限りは，地震時でも

制御彬挿入時間 2.2秒が厳然たる盤機として存すると主張し，また，仮に地

震縛にこの値を起える場合は，地震時としての特別な状態を前提として過渡

解析を行わなければならず，甲 55号証は地震時とは無関係に検討されたもの

であるから，その条件を満たさないと主披している(債権者主張帯函③20~

21頁〉。

しかし， JEAG4601-1991の規定はよ記 1. (6)に引用したとおりであり，

とれによれば， 2. 2秒は「一応評価の目安Jに過ぎず，万一これを超えても，

過渡解析等により安全性を線総すればよいのであるから，債権者らの主張す

るように，制御締挿入時間 2.2秒を厳然たる基準としているものではない。

また， r一応評価の目安Jとされる 2.2秒とは，これを解析条件として設

定した上で解析を行うものであるが，甲 55号証は，これと同様に，解析条件

として複数の制御棒綿入時間を設定した上で解析を行い， 11秒程度までは安

全であるととを確認したものであるから， JEAG4601-1991が求める「燃料要素

の冷却に関する安全性等j を確認しているととになるのであって，債椛者ら

の主強は失当である@

(7)債権者らは，原子力安全基盤機構 (JNES)の報告書に隠し，第1に，

f流水時の場合の押入時聞はS2 =413ガルの 313倍 (1561ガル)で 2.29秒

となる。 ζの値を r2.2秒程度』と称しているが，この鍛は器部イ慮 2.2秒を棺

当に超えている。ととに主強の郷 1の成偽があるJと主張し，第2に，地震

波の加速度倍~と挿入時間混れとの比較を説明する費削除(叩 142. 6.←10頁)

に着目して債権者ら独自の計算を行い，制御締挿入時聞が， 700ガルのとき

21 29秒， 1561ガルのとき 3.26秒となると主張している(債権者主張書面⑧
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30~32 貰)白

第1の点は，原子力安全，保安院の回答文轡(乙 25)に「当院は，許容値

である抑入時間そのものが余裕を持った股定であることを踏まえた上で，上

記の原子力安全基盤機構における検討から，設計に用いる地震動を大きく超

えるような地震動 (Ssの2傍を超える約 t560ガルの地震動)に対して，

許認可上の許容時間 (2.2秒〉程度で制御棒が金持入されると共に・・・ j と

ある中の， r (2. 2秒)程度j との記載に関する主強と思われる。しかし，と

の部分は，原子力安会・保安院がその見解を記載したものであり，記載の前

提として『許容儲である抑入時閉そのものが余裕を持った設定である ζとを

踏まえた上でJとあることから，申 66号証による 11秒程度まで問題ないと

の結果を踏まえ， 11秒粗皮との比較において 2.29秒を r(2. 2秒)程度Jと

記載されたものと考えられる。そうであるとすれば， ζのような記枇にも特

に不合理な点はなく，むしろ，とれを殊更に虚偽だとする償編者らの主弧の

方が合湿性を欠くものである。

また，第2の点に関しでも， ζの独tL行政法人原子力安全基盤機構(以下，

rJNESJという)の解析は，園内の原子力発電所の制御棒持-入佐に関し

て広く参考にするために行われたものであって，そとで前提とされた諸条件

は，本件発電所用に設定されたものではないu 一例を挙げれば，時刻腰解析

法は地震動に応じ時々刻々の応答変位及び応答加速度に対応する抗力を用い

て制御;棒挿入時間の詳細liを行う方法であるが，本解析において用いられた地

震動は， J NE Sの想定した独自の地震動であり，本件発電所にかかる基糟

地織動ssや 3述動の婦合の地鍵励とは典なるものである。したがって， J 

NESの解析結果が本件発電所と全く問ーとなるものではない。 ζのととは，

償椴者らが 700ガルの地震動に関して JNESの解析結換を用いて算定した

よ記の 2.29秒との数値が，本件発電所に関する耐震パックチェックの中間報

告における基準地震動Ss -1 (700ガル)に対する制御棒挿入時間 2.16秒
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とは異なっているとの事実により，一回線然である.なお，この 2.16秒とい

う数値は，上記のとおり，応答イ音域法による際価であるが，鮮細鮮側を行う

場合に比べて保守的な結果を与えるものであり，中間報告においては，応答

{省略法の迎用は支障がないものの，今後，詳細評価を実施することが望まし

い〈乙 2，35--36頁)との前提で承認されたものである.

債栂者らの主張は，独自の解釈に基づいたものであり，その制御締挿入時

間の試算も無意味なものというほかない。

第 3 FO-A~FO-B断層及び熊川断腐の遇税性ー連動伎の評価について

僚機者らは，小浜梅内の音波探査結呆絡を根拠に) FO-A~FO-B断層

及び熊川断胞が連動すると主強している(俄縦帯主抜書蘭③21~271賓)。

そこで，以下では， FO-A，..__FO-B断層及び熊川断層の述続性・迎動性

の評価の経緯及び内容について，詳述する。

1 耐震パックチェックにおける評価

( 1 )債務者は，耐鎮パックチェックに伴い， FO-A"'__FO-B断腸及び熊川

断層に関して海上音波探査等の詳細な鋼査を実施しーその結果，熊川断層と

FQ-A断層の聞に，問者が連続するような構造を認めることができない区

間の存在を確認したことから，両者は述統していないと評価し，原子力安全・

保安院に報告している.この報告において，熊川断層については，その西端

部を陸域の小浜市和久恩地点とする活断層と評価したものの，その組長線上

の海域において音波散乱胞の彬禅を受けたと考えられる帝波探5誌記録が惚‘め

られたため，熊川断層の地震動部価に関しては，念のため，確実に活断層の

存住が否定できるト5G測線まで断扇長さを延伸させて評価することとした

(乙 16，ト44~1-48 頁， 1-91寅)。

(2) これに対し，原子力安全・保安院は， r耐震安全性について厳格に検証を

行うため，事業者による樹液結果をチェックする観点から，必要に応じ，国
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として海上音波探査を実施j し(乙 47， r小浜湾における海上音波探査につ

いてJ1頁)t 当該海上菅波探査では，債格者らが f活断層の蒋在が認められ

る構造を確認することができるJ (債権者主張書面③23頁 3""4行)とする

JNかl 視~J線， JNOサ沸j線 (JNO四 aWG測線と同じ位置) t JNO-A 狽~J線等を含めた

調査を実施した上で(乙 47，4"'5頁， 8~12 頁) f r事業者の調査結果は概

ね妥当であるJとの評価を行った〈乙 47，27頁). 

そして，原子力安全・保安院は，とれらの捌恋結果を踏まえ，多数の専門

家による審議を経て，熊川!断層やFO-A断層等に関する俄務者の評価を妥

当とし(乙 2，7---8頁t 11 ~ 13頁)，またJ r関西篭カによる敷地周辺海域

の断層等に関する評価納巣は，当院が!司海域において尖施した梅上音波探査

紺巣と獲合的であり，妥当なものJ (乙2J 41頁)として FO-A~FO 

-B断層と熊川断層が迎税ー述勤しないとする債務者の評価そ妥当と判断し

ている@

(3) さらに，原子力安全委員会も，熊川断層の「西端については，基盤岩上回

や地積層に断層による変位・変形が認められない和久里地点とすることに問

題はないと考える。また，熊川断層の小浜湾内への辿続性に関して，管波散

乱j苗付近に見られる変形については，断胞によるものではなくガス噂の別の

要因が考えられるが確離がないために地震勤評価においては，確実.に否定で

きる沸j線A-5Gまで延伸させてモデル化する考え方に問題はないjとし(乙29，

8頁)，また， 「FO-A断胸の南端の止めに関しては，般地に近く評価上援

要なポイントであるととから，当該止めの根拠となる測線について，海上音

波探査記録の原資料械穏やマイグレーション処理を求め慎重に検討を行った。

検討の結巣，評価する上で必要な地積層が確認できるととろで，断腐を示唆

する変位，変形は偲められず，断層があるという根拠はないと考えるJ (乙

29， 9真)として， FO-A~FO-B断腐と熊川断層が連続・連動しないと

する債務者の評価を妥当と判断している。
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(4)とのように，原子カ安全・保安院及び原子力安全委員会のいずれも，小浜

消内の榔上帝波探査結果等を踏まえた上で， FQ-A"""'FO-B断層及び熊

川断層が述鋭・連動しないと評価しているのであるe

2 東北地方太平洋沖地震から得られた地震動に関する知見を踏まえた評価

その後，東北地方太平洋沖地震の先生を踏まえ.原子力安全・保安院が発出

した f平成 23年東北地方太平洋沖地震から得られた地震動に関する知見を踏ま

えた原子力発電所等の耐震安全性際価に反映すべき事項(中間取りまとめ〉に

ついて(指示)J (甲 26)を受け，僚務者は， 3述動の可能性について再度検

討を行ったが，地形や地質の形成過穆，応力の状祝等を考威しても， 3連動を

考慮する必要はないとの従前の評価を変える必要性は認められなかった(甲 27

の1) 0 

原子力安全・保安院は， r地鍍・棒波に関する意見聴取会Jを開仰し，多数

の邸門家を交えて活断層の述動についての検討を盤ねた上で， 3連動について

は，最終的に rFO-A断層と熊川断胞との聞で地質構造が連続しないことを

確偲しており，基準地震動に反映させる必要は無いと考えるJ (乙 31，7頁)

として，辿動を考慮する必要がないとの見解を示している。

3 結語

以上のとおり，耐震パックチェックにおいても，また，東北地方太平幣沖地

箆を受けて開鍛された地鍍・神波に闘する黛見聴取会においても FQ-A"-' 

FO-B断層及び熊)lf断腐の述敵性‘迎動性は飽められていない.

なお，念のため， FO-Â "'FO-B断層と熊川断層が仮に辿励した場合の

地震動を算定したととろt r発電用原子炉施股の安全性に関する総合的評価J

(以下p rストレステストJという)において安全性を確認したクリフエッジ

となる地震動を下回る結果となり，仮に連動を伴う地震が発生した場合でも伺

23 



題のないことを確認している(乙 17)0 

第4 F-6破砕帯について

債務者は，平成 24年 7J=J 18日付で原子力安全・保安院から，本件発電所敷

地内のF-6破砕殺の制査について指示を受け， 8 J=J 6陪から敷地内でF-6破

砕帯の活動性と長さについての調査及び評価を実施しており， LO月 31日に 10

月28日時点での制査結巣を取りまとめ，中間報告として原子力規制委員会に提

出している。

その後，平成 24年 11月 7自に開催された原子力規制委員会の「大飯発電所

敷地内破静帯の開査に関する有識者会合J (以下， r有識者会合j という)の

第2困評価会合において，調査の追加実施に関する指示を受けたことから，追

加分の割・聞について 11月 22日に原子力規制委員会に提出するとともに，現在，

追加分も含めて淵査を実施しているととろである。

また，平成 24年 12月 28日及び29日には有識者会合による現地調査が実施

されたため，債務者は， 12月 27日までの榔詑結果を取りまとめた内容及び現地

の状祝について説明している。との現地調査結果を受けて，平成 25年 1月 16

日に有識者会合の第3悶抑制会合が開催された。

第5 樟波について

債務者は，適宜新たな知見を取り入れて，本件発包所の海波に対する安全憾

の確認を継続的に実施しており，ストレステストにおいて，その検討を取りま

とめ，本件発電所で想定される神波水位(設計株波高さ)を， T. P. +2. 85mと

して聞に報告している〈乙 3，15頁)。

また，債務者は，日本原子力発筒株式会社及び独立行政法人日本原子力研究

開発機織と共同で〈以下，この二者・と債務者とを併せて， r債務者等Jというに

務狭拘における棒波発生の焼跡に関するデータの拡先・を図るととを目的として，
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棒波地積物開資を実施しており，その制査結果を，平成 24年 l2月 18日に原子

力規制委員会に対して報告している〈乙 48，プレスリリース「若狭湾沿岸にお

ける神波地積物の調査結果についてJ) 0 

当該湖査の結果，償縮者・らが指摘する天正地震による締波(申立替 32頁)を

含め，現在から過去 1万年租度の期間に，償務者等の原子力発電所の安全性に

影欝を与えるような津波が発生した痕跡は認められなかった。以下，腕査結果

の概要について述べる。

まず，三方宜湖及びその周辺や久々子湖東方の陸域において，ポーリング調

資により地胞を採取し:t X線CTスキャンを併用した肉眼観察や，地居中に存

在した微小生物の化石の分析等を実施したが，津波により海から遊ばれるよう

な砂の地問や他石等は確認されなかった(乙 48. 2~6 頁〉。

次に，敦賀半島の猪ヶ池において実施した閥横の調査では，採取した地層の

一部から高波浪又は棒波により形成された可能性のある:聡積物が確認されたが，

仮にとの堆積物が棒読により形成されたものであるとしても，三方五湖及びそ

の}河辺や久々子湖東方陸域には津波の痕跡が残されておらず，その堆税物の縄

問や置は，債務者寄与が現在想定している部波により説明できる極度であるとと

から，その神波の規模は債務者停の怨定を上回るようなものではないことを碓

秘している(乙 48，1頁)。

なお，夫正地震による棒波については，平成 24年 6月29日付主張替面 36""

37頁に記蛾のとおり，津波堆税物剰在，文献調査，神社開き取り綱査結果も検

討した上で.. r兼見卿記』侍に記載されているような大規模な抑波は発生しな

かったものと判断している〈乙 5)。また，原子力安全・保安院も) rとれま

で符られている文献調査や水月湖等での隅査等の結果を踏まえると，古文識に

記載されているような天正地震による大規模な津波を示唆するものは無いと考

えられるj との見解を示している〈乙 6)。

以上
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